
  

 

時期 感染症による影響を踏まえた産業を取り巻く状況 

感
染
拡
大
防
止
期(

Ｒ
２
年
３
～
５
月
頃)

 

需 要 

①中国はじめ諸外国との間における出入国制限 

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの急減 ⇒小売業、飲食業へ影響 
②海外での感染拡大による都市封鎖 

・海外での需要減少 ⇒製造業(鉄鋼等)へ影響 

③外出自粛の実施・緊急事態宣言の発令 

・小売業(日用品等除く)、飲食業は激減 

・巣ごもり関連、ﾃｲｸｱｳﾄ、EC 取引、宅配は増 

④感染症対策用品など生活必需品の不足 

・ﾏｽｸや消毒液等の需要急増、供給国の輸出制限 

企業活動 

⑤緊急事態宣言・休業要請への対応 

・あらゆる産業において経済活動が大幅に縮小 
・持ち帰り・宅配の実施、感染症対策用品の生産等 

⑥資金繰りの悪化による事業継続の困難化 

・特に対人ｻｰﾋﾞｽ関連の業種で顕著 

⑦海外の生産施設停止等によるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの毀損  

・供給停滞による製造業での生産減少・停止 

一
定
収
束
期(

Ｒ
２
年
６
月
～
Ｒ
３
年
３
月(

想
定)) 

需 要 

①感染拡大抑制に合わせた需要減少の底打ち 

・生活様式の変化により従前並みは回復しない恐れ 

②消費意欲の回復ｽﾋﾟｰﾄﾞの遅れ 
・所得の減少、感染恐れによる外出意欲の減退など 

③設備・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ投資意欲の減退 

 ・業績悪化や非常時に向けた内部留保確保など 

企業活動 

④感染拡大防止と両立した経済活動の再開 

・従前のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙより効率性低下、ｺｽﾄ増の恐れ 
⑤ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟへの支援の先細り 

 ・融資が受けづらく、大企業等による投資が減少 

⑥需要回復の遅れによる倒産・廃業急増の恐れ 

 ・手元資金が少ない事業者が行き詰まるｹｰｽの発生 

本
格
的
収
束
期
・
コ
ロ
ナ
後(

Ｒ
３
年
４
月
～(

想
定)) 

需 要 

①消費意欲の本格的な回復 

 ・消費傾向は変化し「自宅での消費」等が増加 

②新常態への対応に向けた設備投資の増加 

 ・非接触・自動化、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ、医療関連は収束期の初期から増加 
③自動車・航空機関連産業における需要の回復 

 ・裾野の広さから鉄鋼、輸送用機械等幅広い製造業へ順次回復が波及 
企業活動 

④回復する需要への対応 

・新たな事業形態(非接触・非対面等)での供給体制確保 

⑤感染症対策で実施された臨時的対応の常態化 

 ・ﾀｸｼｰの飲食品配送、ｵﾝﾗｲﾝによる診療や営業など 

⑥ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ見直しの動きの具現化 

・ｺｽﾄ優先の海外から国内回帰、分散化(中国集中の解消) 

⑦新常態に適応したｻｰﾋﾞｽを提供するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの台頭 

・新たな需要にいち早く反応し事業化する柔軟性 

ﾌｪｰｽﾞ 各フェーズにおいて考えられる対応の方向性 

  ■中小企業、小規模事業者の事業継続に向けた下支え 

(❶,❷) 

・資金需要に即応する迅速性、実情を踏まえた制度 

設計に基づく制度融資等による支援 

・借入による経営悪化を配慮した支援(劣後ﾛｰﾝ等) 

■経済活動制限中でも実施できる取組への支援(❸) 

 ・宅配・持ち帰り、ﾄﾞﾗｲﾌﾞｽﾙｰの導入、EC 部門の充実 

 ・ｵﾝﾗｲﾝによるｻｰﾋﾞｽ提供(営業、診療など) 等 

 ・経済活動再開後のｻｰﾋﾞｽ提供に対する代金先払い 

による支援ｽｷｰﾑの構築等 

■感染症対策を含んだ BCP 計画の策定促進(❺,❻) 

・緊急時の事業継続体制、取引先切替え等のﾙｰﾙ化 

■生命を支える製品・飲食料品の安定的な自給体制の確保(❹,❺) 

・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの確保、平時からの企業間連携の構築、 

友好州省等との間で製品等を融通し合うﾈｯﾄﾜｰｸの充実 

■新しい生活様式に適応するための取組への支援(❶,❸) 

・ｻｰﾋﾞｽ提供・生産体制の見直しによる経営継続 
(売上減等を補完できる)ﾓﾃﾞﾙの確立 

 例：通販・ﾃｲｸｱｳﾄ・宅配への進出(新たな需要開拓)、 

+αの付加価値(単価向上)、製造業での工場ｼｪｱ 

 

■感染拡大防止と両立した実需要の喚起(❷,❼) 

 ・回復が遅い飲食業等対人ｻｰﾋﾞｽへの需要にﾃｺ入れ 

  例:対策済み店舗・商店街で使えるﾌﾟﾚﾐｱﾑ付きｸｰﾎﾟﾝ発行等 

■感染症対策を踏まえた新たなｻｰﾋﾞｽ確立の促進(❶,❼) 

 ・ｵﾝﾗｲﾝでの営業や置き配等感染症対策を契機に 

⇒新たな仕組みを提供するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟとの協働 

■ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟへの支援・県内誘致促進(❹,❺) 

・ｺﾛﾅ禍を踏まえた新たな需要を先取りするｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ 

・ﾘﾓｰﾄ普及と高い親和性 ⇒他地域からの移転促進 
■円滑な事業承継の促進(❻) 

・廃業による事業者の減少・失業者の増加を抑制 

本
格
的
な
経
済
再
開
と
コ
ロ
ナ
後 

の
新
常
態
を
捉
え
た
新
た
な
展
開 

■回復度合いを踏まえた自動車・航空機関連需要への対応(❶,❷) 

・生産体制の維持、CASE 等今後の需要への対応が必要 
■ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの国内回帰の推進と関連する需要の取り込み(❹) 

・川上から川下まで製造業が集積する県内への企業 
誘致により、県域内で完結する供給網が実現 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化によるｺｽﾄｶｯﾄ ⇒DX関連産業への県内企業の進出 

■ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅで成長が見込まれる産業の押し上げ(❶,❸) 

 ・DX、非接触、健康・医療分野の基幹産業化 

■ものづくりの強みを活かした事業の多角化支援(❶,❷) 

 ・医療・ﾛﾎﾞｯﾄ・電子部品等への進出や深化、販路拡大  
 ・製品の売り切りでなく附帯技術や保守の継続提供(ﾘｶｰﾘﾝｸﾞ型) 

■ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅの常態を見据えた新技術、新業態への対応(❶,❸) 

・非接触、省力化、無人化等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰの実装促進 

・地場産業の強みを活かしつつ生産・流通構造を見直し 
■時機を得た新規ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの育成(❺) 

・起業人材の育成、県内製造業やｻｰﾋﾞｽ業等とのﾏｯﾁﾝｸﾞ強化 

❶ｺﾛﾅ後も継続する新しい

生活様式＝新常態への対

応が不可欠(①,②,⑤) 

❷需要は回復する一方で、

従前より多様性を増す傾

向が加速(①,③) 

❸企業活動の変化は、感染

拡大防止から効率化・生

産性向上が目的に(②,

④) 

❹ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの国内回帰には 

工程の低ｺｽﾄ化が重要(⑥) 

❺あらゆる業種のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

を支えるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの重要

性が増加(⑦) 

 

❶国内外における需要蒸発

(対人ｻｰﾋﾞｽ業で顕著) (①,②,③) 

❷経済活動停滞による経営

資金の逼迫(対人ｻｰﾋﾞｽ業

で顕著)(⑤,⑥)  

❸感染症対策による行動・

消費ｽﾀｲﾙの変化(③) 

❹感染症対策用品等の海外

依存度の高さ(④) 

❺特定地域に過度に依存した 

生産中間財等の調達(⑦) 

❻感染症への事前準備の不

備(④,⑦) 

❶「新しい生活様式」に対応した

上での採算性確保(①,④) 

❷経営悪化する対人ｻｰﾋﾞｽ

への需要の早期回復(②) 

❸需要回復後に対応するた

めの設備更新の継続(③) 

❹研究開発費の減少による

企業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの停滞(③) 

❺選別が進むｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ投資

(DX・医療系等除き減少)(⑤) 

❻地域経済の活力を支える

担い手の維持(⑥) 

❼感染収束の遅れへの懸念

(首都圏での感染者増、海外での収束の遅れ) 

 Ⅰ 産業の振興 1 

課題・対応への視点 
【対人ｻｰﾋﾞｽ業はｺﾛﾅ禍の影響が顕著】
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【ｺﾛﾅ禍でｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに関する企業の認識は変化】 

【消費支出は感染拡大とともに下降している】 
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【各業界は感染拡大防止を最優先した対応を実施】 

【R3 年度の経済成長はﾌﾟﾗｽに転じる見通し】 

【新常態に向けた課題に取り組むｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ】 

【事業引継ぎの増加傾向は続く】 
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資料５ 新型コロナウイルス感染症による県内経済・雇用への影響と考えられる対応の方向性 

【ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを活用してｻｰﾋﾞｽ業を支援】 

【BCP 策定率は規模が小さいほど低位にとどまる傾向】 
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【新しい経営ﾓﾃﾞﾙ確立への模索が進む】 

 

経
済
活
動
縮
小
下
で
の
事
業
継
続
の
下
支
え 

感
染
症
対
策
と
両
立
す
る
経
済
活
動 

の
再
開
と
新
し
い
生
活
様
式
へ
の
適
応 

72.1 27.9
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを見直す必要がある ない

〔見直しの主な手法(複数回答)〕 

（資料：日本経済新聞社「国内主要企業ｱﾝｹｰﾄ」） 
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特定地域への集中の

見直し・分散化

調達先の柔軟な変更

（※民間ｴｺﾉﾐｽﾄはESPﾌｫｰｷｬｽﾄ(日本経済研究ｾﾝﾀｰ)、 

IMFは暦年） 

医療機関向け自律型ﾛﾎﾞｯﾄ 

(資料：総務省「家計調査」) 

(資料：経済産業省「商業動態統計」、「第3次産業活動指数」) 
 

【成長分野の企業株価はいち早く上昇】 
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消費関連

【新技術が新たな業態の可能性を生み出す】 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝ 

・工場内の機器の稼働をﾘｱﾙﾀｲ

ﾑに把握し、現実と同様に動

く仮想工場を構築 

・遠隔地管理や設備入替のｼﾐｭ

ﾚｰｼｮﾝに活用 

AI による需

給 予 測 に 基

づく供給網 

・ﾒｰｶｰから小売りまでの各段

階で欠品も売れ残りもない

在庫量を AI で予測 

・需給予測をｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ上の各

社で共有 

 

(資料：「日経平均株価」) 

※株価が年初来安値を付けた日から7月31日までの上昇率 

ｽｰﾊﾟｰ 

・ｺﾝﾋﾞﾆ 

・レジ前では間隔を確保 

・混雑に繋がる販売促進策の自粛 

外 食 
・客は最低 1m 空けて横並び、ｱｸﾘﾙ板で仕切り  

・回し飲み、大皿料理の提供の自粛 

公共交通 
・空調や窓開けで換気確保 

・座席の間隔確保、定期的な消毒 

製造業 
・2m を目安に一定の作業間隔を確保 

・工程区域間を往来しないようｿﾞｰﾆﾝｸﾞを工夫 

 

(資料：内閣府「防災白書」) 

(資料：(独)中小企業基盤整備機構「事業引継ぎ支援事業に 

係る相談及び事業引継ぎ実績について」) 
 

(全国) 

(全国) 

(県内（神戸市）) 

 R2 年度 R3 年度 

政 府 ▲4.5％ 3.4％ 

日 銀 ▲5.7～▲4.5％ 3～4％ 

民間ｴｺﾉﾐｽﾄ ▲5.75％ 3.36％ 

IMF ▲5.8％ 2.4％ 

 



  

 

時期 感染症による影響を踏まえた雇用・労働環境を取り巻く状況 

感
染
拡
大
防
止
期(

Ｒ
２
年
３
～
５
月
頃)

 

雇用・人材 

①需要減・休業要請対応等による余剰労働力の発生 

 ・多くの業種で休業者が急増 

・特に飲食業、小売業など対人ｻｰﾋﾞｽで影響大 

②業績悪化等による企業の雇用意欲の減退 

 ・解雇、雇い止め、内定取り消し等の増加 
③外国人実習生の実習継続の困難化 

・需要が急減した対人ｻｰﾋﾞｽ業で影響大 

働き方 

④人口過密地域でのﾃﾚﾜｰｸの急速な普及 

 ・ﾘﾓｰﾄ環境の有無、業務の向き不向き等で業種に差 
・消費行動にも変化が発生⇒対人サービス業に更なる影響 

⑤ﾌﾘｰﾗﾝｽ等への影響の顕在化 

・需要減によるｸﾗｲｱﾝﾄからの取引停止の急増 

・企業に属さない働き方に比した身分保障の手薄さ 

一
定
収
束
期(

Ｒ
２
年
６
月
～
Ｒ
３
年
３
月(

想
定))

 

雇用・人材 

①潜在的失業者(＝休業者)の顕在化の恐れ 

・経営に行き詰まり、倒産等により休業者が失業者となる懸念  

・解雇や早期退職募集を行う企業の増加 

②特定分野における労働力需給の更なる逼迫 

 ・需要増の業種(運輸、医療、IT 関連等)において 

人手不足が一層顕著に 

③新卒採用者抑制の動きの拡大 

・観光関連産業など業績悪化が著しい業種で顕著 

④入国制限による新規外国人実習生の不足 

・製造業や農漁業など、外国人実習生が多い業種 
  で人手不足感に更に拍車 
働き方 
⑤ﾃﾚﾜｰｸ実施にあたっての課題の表面化 

・労務管理、費用負担のあり方等労使間のﾙｰﾙ不備  
・環境整備など準備不足による労働生産性の低下 

本
格
的
収
束
期
・
コ
ロ
ナ
後(

Ｒ
３
年
４
月
～(

想
定)) 

雇用・人材 

①ｻｰﾋﾞｽ供給・生産体制の変化による労働力再配分の必要性 

 ・多くの業種で業態の変化や自動化等が進み、ｻｰ 

ﾋﾞｽ供給・生産過程での労働力需要が変化 

②ﾃﾞｼﾞﾀﾙ関連人材の不足の更なる深刻化 

・社会経済活動のあらゆる場面でﾃﾞｼﾞﾀﾙ化が進展 

働き方 

③ﾃﾚﾜｰｸの常態化 

 ・目的は感染症拡大防止から生産性の向上へ移行 

・ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ両面での労働環境の整備推進が前提 

④勤務形態の多様化に伴う就労地域への認識の変化 

  ・ﾃﾚﾜｰｸの普及により都市での就労の必要性 

に対する認識が低下 

・首都圏など人口密集地で働くことのﾘｽｸ回避 

 ⑤働き方の変化により高まる人材の流動性 

・副業・兼業等の促進、ﾃﾚﾜｰｸの普及により、都市 

部の人材を地方において活用することが容易に 

ﾌｪｰｽﾞ 各フェーズにおいて考えられる対応の方向性 

経
済
活
動
縮
小
下
で
の 

雇
用
・
労
働
力
維
持
の
下
支
え 

■経済活動が縮小される中での雇用維持等への支援(❶,❷) 

・雇用調整助成金による雇用主への支援等の活用促進 
 ・適切な活用、迅速な給付に向けた国、関係団体 

等との連携促進 
■失業者の増加防止に向けた対応(❶,❷) 

 ・大規模政策の実行や高止まりしていた労働力需要、確保 

された企業体力もあり現状では過大な影響は生じず 

・緊急雇用創出事業などの経済格差を助長しないｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの充実 

■外国人実習生の就労維持・転職支援(❸) 

・人手不足の業種への一時的な転職の促進 
⇒国がﾙｰﾙの改正に加え、受入先探し等を支援 

■ﾃﾚﾜｰｸへの移行に向けた支援(❹) 

 ・業種毎の適性を踏まえた対応指針や環境整備へ 
の支援等による中小企業での普及促進 

労
働
力
の
偏
在
拡
大
へ
の
対
応
と 

変
化
す
る
働
き
方
へ
の
適
応 

■業種間における柔軟な労働力の移動・調整(❶,❷,❸) 

・飲食・宿泊ｻｰﾋﾞｽ等から一時的に運輸業、 
農業等他業種へｼﾌﾄ(需要回復に合わせ復元) 

  例：他業種企業間のﾈｯﾄﾜｰｸ構築、人材派遣会社 
との連携等  

■ｺﾛﾅ後の事業継続に向けた新卒採用の確保(❹) 

・回復する需要やｺﾛﾅ後の新たなﾆｰｽﾞへの対応、 

将来的な事業継続に必要な人材の確保・育成 

■外国人実習生の優先的な入国緩和の実施(❸,❺) 

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ関係者の出入国の優先緩和に合わせた 

対応について国における検討が必要 

■ﾃﾚﾜｰｸの推進に適した仕組みの構築(❻) 

 ・労使間のﾙｰﾙ作り、生産性向上に向けた改善等 

  による在宅勤務環境の整備 

・在宅勤務可能業務の切り出し(対人前提業務の見直し) 

安
定
し
た
労
働
力
供
給
の
実
現
と 

 

多
様
な
働
き
方
の
新
常
態
化 

■多様な働き方の普及促進(❹,❺) 

・ﾃﾚﾜｰｸの普及に伴い増加する副業、ﾜｰｹｰｼｮﾝ等に 
合わせた新しい労務管理のあり方等の検討 

 ・ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨの推進(生産性向上、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に寄与) 

■業種を越えた労働力確保の仕組みの構築(❶,❷) 

 ・企業内、企業間、業種間における柔軟な労働力の移動  
  ⇒ﾊﾟﾗﾚﾙﾜｰｶｰの育成、人材ﾏｯﾁﾝｸﾞ、ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞ 

■ﾃﾞｼﾞﾀﾙ、IT 分野をはじめとした専門人材の確保(❸,❹) 

 ・ﾘﾓｰﾄ環境の普及による地方進出への機運向上 
  ⇒副業・兼業での採用、優秀な退職ｼﾆｱの再雇用等 

■ﾃﾚﾜｰｸに対応した新たな就労形態の検討(❹) 

・業種により異なるﾃﾚﾜｰｸとｵﾌｨｽﾜｰｸのﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽ 

・日本型慣行にも配慮したﾒﾝﾊﾞｰｼｯﾌﾟ型とｼﾞｮﾌﾞ型雇用のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 

■ﾃﾚﾜｰｸの普及による分散型社会の実現促進(❹,❺) 

・ｵﾌｨｽの必要性の低下、ﾃﾚﾜｰｸの対応可能な業種 
の増加(研究・開発等)  

⇒UJI ﾀｰﾝ、企業の地方移転の促進による脱東京一極集中 
■労働集約型ｻｰﾋﾞｽにおける人手不足、低位に留ま 

る生産性の解消(❺) 

・IoT やﾛﾎﾞｯﾄの活用、医療におけるﾘﾓｰﾄ診療の進展 

 Ⅱ 人材の確保・育成 1 

課題・対応への視点 

❶需要(消費)の回復に不

可欠な雇用の確保(①) 

❷業績悪化でより増嵩す

る人件費の負担感(①,③) 

❸顕著になる業種別の労

働力需要の偏在(①,②) 

❹将来の事業継続を担う

新たな人材の確保(③) 

❺感染収束の遅れへの懸

念(首都圏での感染者

増、海外での収束の遅

れ) (④) 

❻ﾃﾚﾜｰｸの更なる普及を

阻害するﾃﾞﾒﾘｯﾄ要因(⑤) 

❶新常態に合わせて変化

する、企業活動におけ

る労働力需要(①) 

❷省人化等による労働力

需要の変化(ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

で代替可能な労務での

ﾏﾝﾊﾟﾜｰへの需要減)(①) 

❸DX の進展等による企

業が必要とする人材の

変化(②) 

❹常態化するﾃﾚﾜｰｸがも

たらすﾒﾘｯﾄの最大化

(③,④) 

❺ｺﾛﾅ後も引き続き進む、

新たな働き方の普及と

労働環境の変化(④,⑤) 

❶需要急減下での労働

力維持の困難さ(①,②) 

❷不安定な立場にある

非正規雇用者、自営業

者などへの配慮(②,⑤) 

❸実習生制度への国際

的信用の維持(労働力

の安易な調整弁にし

ない)(③) 

❹感染症対策と両立し

た労働環境の確立(④) 

【多くの業種で休業者が前年同月から大きく増加】
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（万人） 合計 製造業
運輸業、郵便業 卸売業・小売業
宿泊業、飲食・ｻｰﾋﾞｽ業 医療、福祉500

【県内の各業種で有効求人倍率が低下傾向に】 

【ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化により IT人材不足は更に加速する見込み】 

【ｺﾛﾅ禍を機に 20･30 歳代の地方への関心が高まる】

 

 【ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞにより労働力需給を調整】 

 

２ 

【業種の態様に応じてﾃﾚ ﾜ ｰ ｸが普及】 

20.6
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卸売業、小売業

製造業

金融業、保険業
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情報通信業

全体

(%)

4月 5月

【ｺﾛﾅ禍を機に新卒採用抑制の動きが広がっている】 

【ﾃﾚﾜｰｸの普及推進に向けた課題】 

（資料：(株)ﾃﾞｨｽｺ「2021年卒・新卒採用に関する企業調査」） （資料：(公財)日本生産性本部「働く人の意識に関する調査」） 

(単位：%) 

27.9

27.9 

35.6 

38.7 

41.0 

0 10 20 30 40

ｵﾌｨｽ勤務者との

評価の公平性

仕事の成果の

適切な評価

資料の閲覧

通信環境

物理的な

執務環境

（資料：(独)情報処理推進機構「IT人材白書」） 

(単位：%) 

採用中止を検討 
・日本航空、ANA ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(航空) 

・HIS(旅行業) 等 

採用抑制を検討 
・ｲｵﾝ、ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ HD(小売り) 

・日本生命保険(金融・保険) 等 

 

(資料：ﾊﾟｰｿﾙ総合研究所「ﾃﾚﾜｰｸへの影響に関する緊急調査」) 

（資料：総務省「労働力調査」） 

(資料：兵庫労働局「一般職業紹介状況」) 

（資料：内閣府「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響下における生活 

意識・行動の変化に関する調査」） 

【雇用維持・労働環境確保に向けた本県の主な取組】 

[雇用維持への支援]  

  ・兵庫型ﾜｰｸｼｪｱの推進 

  ・緊急対応型雇用創出事業 

・緊急雇用対策職業訓練事業 等 

[労働環境確保への支援] 

・中小企業等事業再開への支援 

・ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅ・労働環境対策事業 等 

【外国人技能実習生等の国内雇用維持を支援】 

対象者 

・解雇等された技能実習生 

・解雇等された外国人労働者 

・採用内定を取り消された留学生 等 

措 置 
・最大 1年間の「特定活動(就労可)」の在留

資格を許可 

その他 

・在留資格変更許可申請を行う前に受入先

と雇用契約を締結する必要があることか

ら、転職・就職先へのﾏｯﾁﾝｸﾞを支援 

 

【人材・労働力のｼｪｱに向けた動きが広がる】 

[企業間での連携] 

 

 

 

 

 

[人材派遣会社における動き]  

 

ワタミ 

・食品ｽｰﾊﾟｰへ従業員を出向 

・人材派遣会社を傘下に取り込み、他業種

へ幅広く派遣 

出前館 
・休業・営業短縮した飲食店の従業員を宅

配ｽﾀｯﾌとして受け入れ 

その他 
・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業約 60社がﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、

繁閑に合わせて従業員を融通 

 

【ﾃﾚﾜｰｸ普及に伴い増加する副業人材へのﾆｰｽﾞ】 

[副業人材を求める動きは大企業を中心に増加] 

 

 

 

[関連ｻｰﾋﾞｽの充実も副業推進を後押し] 

 

派 遣 会 社

間の連携 

・観光人材派遣「ﾀﾞｲﾌﾞ」と農業人材派遣

「ｼｪｱｸﾞﾘ」が提携し、観光人材の一時的

な就農等を斡旋 

 

ﾔﾌｰ ・新規ｻｰﾋﾞｽの企画立案等を担う人材を募集 

ﾗｲｵﾝ ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ関連等の専門人材を募集 

ﾕﾆﾘｰﾊﾞ・

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 
・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ毎に人材を募集 

 

ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ 
・軽作業から経営戦略の立案等の専門分野

まで幅広い副業人材を紹介 

MOVED 

(東京都) 

・業務支援を手掛けるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ 

・副業に適した業務の見える化、情報共有

方法など副業環境の構築を支援 

 

(全国) 
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時期 感染症による影響を踏まえた観光関連産業・国際交流を取り巻く状況 

感
染
拡
大
防
止
期(

Ｒ
２
年
３
～
５
月
頃)

 

需 要 

①中国はじめ諸外国との間における出入国制限(再掲) 
・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの激減 ⇒宿泊業、旅客業等へ直接的に影響  
・人の移動を伴う国際交流が停止 

②外出自粛の実施・緊急事態宣言の発令(再掲) 

・国内観光客の急減 ⇒宿泊業、旅客業等へ直接的に影響 
⇒宿泊施設への納入業者等、幅広い業種へ需要減少が波及  

企業活動 

③緊急事態宣言・休業要請への対応(再掲) 

・観光関連産業において経済活動が大幅に縮小 
 ⇒県内観光地の多くのﾎﾃﾙや旅館が緊急事態宣言 

の間、自主的に休業せざるを得ない状況 
④資金繰りの悪化による事業継続の困難化(再掲) 

・対人ｻｰﾋﾞｽである観光関連産業では、需要蒸発に 

より売上急減に直結 

一
定
収
束
期(

Ｒ
２
年
６
月
～
Ｒ
３
年
３
月(

想
定))

 

需 要 

①外出や地域間移動の減少の底打ち 

 ・人出は緊急事態宣言下のﾚﾍﾞﾙからは大幅に回復 
 ・自粛意識の定着、感染への恐れにより従前並み 

までは戻らない可能性 
②消費意欲の回復ｽﾋﾟｰﾄﾞの遅れ(再掲) 
・所得の減少、感染恐れによる外出意欲の減退など 

企業活動 

③感染拡大防止と両立した観光関連産業の再開 

・「新しい生活様式」に対応したｻｰﾋﾞｽの提供 
⇒効率性やおもてなしﾚﾍﾞﾙの低下、ｺｽﾄ増による 
採算性確保の難しさ 

④需要回復の遅れによる倒産・廃業急増の恐れ(再掲) 

 ・手元資金に乏しい事業者が資金ｼｮｰﾄするｹｰｽの発生 

⑤段階的な入国緩和の実施 

 ・豪など経済的結びつきが強い国を対象にﾋﾞｼﾞﾈｽ 

関係者の入国緩和を実施 

本
格
的
収
束
期
・
コ
ロ
ナ
後(

Ｒ
３
年
４
月
～(

想
定)) 

需 要 

①外出や地域間移動の本格的な回復と旅行嗜好の変化 

 ・感染症拡大防止期、新しい生活様式を経験したこ 

とにより旅行に求める価値が多様化 

②ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの来訪再開 

 ・再開に向けては PCR 検査の実施等、旅行者や空港 

等の負担を軽減する仕組みが不可欠 

 ・海外における収束状況により遅れる可能性もあり 

企業活動 

③回復する観光需要への対応 

・新たな事業形態(感染拡大防止との両立による非 

効率性の発生)での十分な供給体制の確保 

④感染症対策で実施された対応の常態化 

 ・目的が感染拡大防止対策から、より良いおもて 

なし、接客現場での生産性の向上へ 

例：浴場等共有施設の密集状況配信、ｱﾌﾟﾘでのﾁｪｯｸｲﾝ等 

ﾌｪｰｽﾞ 各フェーズにおいて考えられる対応の方向性 

交
流
停
滞
下
で
の
事
業
継
続
・ 

雇
用
維
持
の
下
支
え 

■県内観光関連事業者の事業継続に向けた下支え(❶,❷) 

・制度融資、経営継続支援金等による支援 

■外出自粛中でも取り組める事業への支援(❶,❷) 

 ・ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの手法を通じた、時期を定め 
ない予約への代金先払いによる経営支援など 

 ・観光地と顧客とのつながりを継続する試み 
(映像等による情報発信、特産品等の宅配等) 

■交流再開後を見据えた反転攻勢の準備促進(❶,❸) 

・施設の大規模改修、ｵｰﾊﾞｰﾂｰﾘｽﾞﾑ等の課題へ 
の対応など、長期休業期間を活用した取組 

・需要回復後を見据えた労働力の確保(従業員の雇用維持) 

■県内在住外国人への生活支援の強化(❶) 

・感染症拡大防止に配慮した対応を行う関係団体の取組支援 

 

段
階
的
な
交
流
再
開
に
合
わ
せ
た 

経
済
活
動
と
新
し
い
生
活
様
式
へ
の
適
応 

■新しい生活様式に対応する取組への支援(❸) 

・ｿｰｼｬﾙﾃﾞｨｽﾀﾝｽを踏まえたｻｰﾋﾞｽ提供体制での経営継続ﾓﾃﾞﾙの確立  
  ⇒客単価の向上と他地域との差別化を実現する 

＋αの付加価値の創出 

■誘客対象に応じた魅力の造成(国内観光客)(❶,❷,❺) 

 ・県内住民(近場での非日常体験、地域の魅力の再発見等) 

 ・県外観光客(地域の日常と結びつけた観光資源の魅力発信 

  (姫路城＋商店街等)、密を避けて楽しめる魅力(食＋温泉)等)  

 ⇒海外旅行するはずだった日本人観光客の需要取り込み 

■感染拡大防止と両立した実需要の喚起(❹,❺) 

 ・回復が遅い観光需要の喚起と観光ﾊﾞｽ・ﾀｸｼｰ等 

  交通機関の利用促進、主要交通機関からの回遊性向上 

  例：対策済みの交通機関、宿泊施設を利用する 

ことで使えるﾌﾟﾚﾐｱﾑ付きｸｰﾎﾟﾝの発行等 

■人の移動を伴わない手法での国際交流の継続(❺) 

・交流先とのつながりを継続する取組の実施(IT 活用等)  
 

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
交
流
再
開
と 

コ
ロ
ナ
後
の
新
た
な
観
光
産
業
を
見
据
え
た
展
開 

■ﾜｰｹｰｼｮﾝ、休暇取得の分散化、長期滞在など新たな 

価値観に基づく新しい旅行形態の取込み(❶,❷) 

 ・「体験型」の次の魅力の提案(地域の魅力・豊かさ) 

  ⇒移住に結びつく契機となることも視野に 

・観光ｼｰｽﾞﾝの閑散期解消への活用 
■社会のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化進展に反して高まる、非日常をﾘｱﾙ 

に味わう「体験型」観光の再評価への対応(❶) 

 ・旅で直接触れることでしか得られない経験への 
嗜好回帰をﾆｰｽﾞとして捉える 

■ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要に頼らない観光産業構造の構築(❷) 

・日帰り(県内住民)＋国内宿泊(県外観光客)＋世界 

各地からのｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞのﾍﾞｽﾄﾊﾞﾗﾝｽ(ﾘｽｸ分散)の実現 

⇒国内観光客とｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ双方に訴求する魅力造成 

■労働生産性向上や人手不足対策、収益率ｱｯﾌﾟの推進(❸) 

・AI、IoT やﾛﾎﾞｯﾄの活用、代理店を通さず直接観 

光客と繋がる新しい商習慣の確立など 

■誘客対象に応じた実需要の喚起(ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ)(❶,❹) 

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ(低い感染ﾘｽｸ＋確立された医療体制) 

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの関心は東京･大阪から関西各地へ移行 

⇒密集地を避けた関西周遊ﾙｰﾄの提示 

❶交流再開の段階に合わせ

た誘客ターゲット(①) 

・まず県内住民によるﾏｲｸﾛﾂｰﾘｽﾞﾑ 

・次に県外の国内観光客の誘客 

❷感染拡大防止を踏まえた

「安全・近場・野外」ﾄﾚﾝﾄﾞ

への対応(①) 

❸「新しい生活様式」に対応

した上での事業採算性の

確保(③) 

❹急速に経営が悪化する観

光関連産業への需要の早

期回復(②,④) 

❺感染収束の遅れへの懸念 

(首都圏での感染者増、海外での収束の遅れ) 

課題・対応への視点 

 Ⅲ 交流の促進 1 

❶ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅにおける観光需

要への対応(観光業の新

常態)が不可欠(①,③) 

❷特定の誘客対象や季節、

ｺﾝﾃﾝﾂに依存する不安定

な経営基盤からの脱却

(①,③) 

❸従前からの観光関連産業

の課題(低位に止まる生

産性や人手不足)への対

応(③,④) 

❹再開するｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要の

取り込み(ｺﾛﾅ禍を経た嗜

好の変化)(②) 

❶国内外における交流停止 

(ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要及び県域

外からの需要はほぼ皆

減)(①,②) 

❷経済活動の停滞による経

営資金の逼迫(特に経営

基盤が脆弱な小規模事業

者で顕著)(③,④) 

❸関連産業の裾野が広く、

地域経済への影響大(宿

泊業の他、旅客運送業、卸

売業、観光地周辺の飲食

業、小売業)(③) 

【ｺﾛﾅ禍で県内の延べ宿泊者数は大きく減少】 
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【観光関連産業における感染拡大防止対策】 

【政府は段階的に入国制限を緩和】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【観光振興に寄与するｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞの回復が待たれる】 

【新常態での新たな観光ｻｰﾋﾞｽを模索】 

 

 

 

 

 

 

 

【外出自粛中でも可能な PR を模索】 
[ﾄﾞﾛｰﾝを活用し温泉街をﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ(城崎温泉)] 

・外出自粛中の温泉街の姿をﾄﾞﾛｰﾝで撮影
し、YouTubeを通じて情報発信 

[ｵﾝﾗｲﾝｽﾃｲを提供するｹﾞｽﾄﾊｳｽ(神戸市)] 
・Zoom を通じﾁｪｯｸｲﾝした参加者に神戸
の観光地、ゲストハウス館内をライ
ブ配信、参加者同士の交流会も開催 

【観光産業は経済波及・就業誘発効果が大きい】 

 

200

205

210

215

6,000

10,000

14,000

18,000

H28年度 H29年度 H30年度

（千人）（億円）

県内観光消費額（名目）

（直接効果）

生産誘発額

（経済波及効果）

付加価値誘発額 就業者誘発数

（千人）

３ 

【交流再開後を見据えた取組の実施】 

[有馬温泉での休業期間を活かした改装工事] 

・大浴場の利用に気を使う客
のために、個室の浴槽でも
金泉の利用が可能に 

・利用者の分散のため、ﾌﾟｰﾙ
等館内施設を増設 

ホテル 

・旅館 

・適切な換気、客の入れ替え時消毒実施 

・入退室時や集合場所等での間隔の確保 

【飲食で使用する場合】 

・多人数での座敷席等の使用は控える 

・大皿料理の提供を避ける 

遊園地 

・動物園  

・混雑時の入場制限 

・入場口への踏込消毒マットの設置 

高速バス 
・QR ｺｰﾄﾞを活用した感染者の連絡ｻｰﾋﾞｽ  

・座席に上半身を覆う不織布製ﾌｪｰｽｶﾊﾞｰの取付 

 

 
3 密回避 

・アプリを利用したチェックインや 

浴場の混雑回避 

・食事を部屋食に切り替え 

近  場 

・県民限定プランを提供 

・居住する地域の近場の旅行先を 

提案 

野  外 

・手ぶらで楽しめる豪華なキャンプ 

(グランピング)サービス 

・空気のきれいな山岳観光ツアー 
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（資料：日本政府観光局「月別訪日外客数」） 

                    今夏の開始へ 
 

外国人の入国 日本人の出国 

・1日 200～250 人程度
のﾋﾞｼﾞﾈｽ関係者 

・入国後 14 日以内でも
ﾋﾞｼﾞﾈｽ活動を可能に 

・入国前・入国時の PCR
検査で陰性の確認や
入国後14日間の位置
情報保存などを要請 

・PCR 検査は当面、企業の
健康管理ｾﾝﾀｰなどで対応 

・帰国後14日以内でもﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ活動を可能に 

・「出国者 PCR 検査ｾﾝﾀｰ
(仮称)」の創設を検討 

 

対象国 
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾀｲ 

【国内観光客に向けた魅力発信】 

[兵庫ならではの魅力を発信] 

・「ひょうご旅手帖」等を活用し、県内

9か所の日本遺産、温泉地などの観光

拠点の魅力を発信 

 [外出のきっかけづくり] 

・宿泊費割引、おみやげ

券ｻｰﾋﾞｽ、ﾎﾟｲﾝﾄ制等に

より兵庫への旅の契機

を創出 

【観光需要の喚起に向けた県の主な取組】  

[Welcome to Hyogo キャンペーンの展開] 

・兵庫の特産品購入促進事業 

・宿泊に伴うおみやげ購入券発行事業 

・宿泊割引支援事業 

・ひょうご五国のバス旅支援事業 

・ひょうごツーリズムバス実施事業 等 

 

【京都から兵庫を訪れる訪日外国人が増加傾向】 
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【企業では様々な用途でﾜｰｹｰｼｮﾝの活用が広がる】

 

 

 

 

 

 

(資料：国土交通省「訪日外国人流動データ」) 

NTT ｺﾐｭﾆｹ

ｰｼｮﾝｽﾞ（株） 

・効率的なﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝやｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝを目的とした各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで

の開発型合宿で活用 

（株）ｷﾞｯｸｽ 

・ｽﾎﾟｯﾄでの開発型合宿や、

中期滞在型ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ等の

用途で活用 

（株）三菱

UFJ 銀行 

・ｵﾌｻｲﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞの場として

の利用や地域・社会と触れ

合う CSR 活動拠点で活用 

 

※京都から移動する目的地別の訪日外国人数の対前

年増加率 

（資料：県観光振興課「兵庫県観光客動態調査」) 

(単位：%) (単位：人) 

（資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」、 

観光予報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進協議会「観光予報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」) 


